
 

官庁施設の耐震診断結果等の公表について 

 

１ 公表の対象 

「官公庁施設の建設等に関する法律」第 10 条に基づき国土交通大臣（官庁営繕部）が整

備等を所掌する施設のうち、次のすべてに該当する官庁施設 

・ 災害応急対策活動に必要な主な官庁施設、危険物を貯蔵・使用する等の官庁施設 

    （「国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関する基準」に規定す

る別表（一）から（十一）に掲げる官庁施設） 

・ 階数３以上、かつ、延べ面積 1,000 ㎡以上のもの 

 

２ 公表の概要 

 今回の耐震性の公表は、国土交通省の官庁営繕部が所掌する３９３棟について、耐震診

断等を行った結果、官庁施設の耐震性の基準を満足する施設は２１７棟（５５．２％）であり、

満足しない施設は、１７６棟（４４．８％）でした。満足しない施設のうち、特に耐震性が低い施

設については、重点的に耐震化対策を実施します。 

 

３ 公表対象施設の耐震化の目標 

耐震性の評価値１．０未満の施設１１４棟を中心に耐震改修等の促進を図り、概ね１０年

以内（平成２７年度末）に災害応急対策活動に必要な主な官庁施設等の耐震化率が少なく

とも９割（面積率）に達するよう努めて参ります。特に耐震性の低い施設については、早期の

解消を図るよう耐震改修等の促進に努めて参ります。 

 

４ 耐震性の評価方法と安全性 

「官庁施設の総合耐震診断・改修基準」に基づく耐震診断の方法は、「建築物の耐震改修

の促進に関する法律」第４条「基本方針」に基づく「特定建築物の耐震診断の指針」と同等以

上の効力を有する建築物の耐震診断の方法として国土交通大臣により認定された方法で、

「特定建築物の耐震診断の指針」に比べ、地震災害時における施設の重要度に応じて割り

増しを行った目標性能としているなど安全側に余裕を持った評価方法です。構造体の耐震

安全性は、「6 大規模地震に対する構造体の耐震安全性の評価」に示すとおり、評価値 1.0

未満は、現行の建築基準法で求められる耐震性の水準を満足していないという評価となりま

す。 

今回の公表対象のうち、評価値が 0.5 未満のものは、すべて新耐震設計法の施行以前

（昭和５５年以前）のものです。これらの施設についても、中規模地震で損傷しないことにつ

いて建設当時の設計において検証されており、震度５強程度の中規模地震に対し損傷しな

いことが確認されています。 

なお、地震動の特性、地盤の特性及び建築物の構造特性等により、同一の評価値であっ

ても被害の状況は異なるものであり、現に、この度の公表対象施設の中には、評価値が低

い施設で、大規模地震である阪神・淡路大震災において、かなり強い地震動を受けたにもか

かわらず、倒壊・崩壊に至らず継続使用している施設も含まれています。



５ 官庁施設の耐震性の状況 

耐震化率（ｄの割合）＝５５．２％（棟率）、６３．６％（面積率） 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

評    価 

旧耐震基準 新耐震基準   総数 

a ｂ c d c ｄ 

未診断 

本省官庁営繕部 21 5 2 2 5 0 7 0 

北海道開発局 35 4 2 3 11 3 12 0 

東北地方整備局 31 1 5 8 8 1 8 0 

関東地方整備局 94 1 22 8 18 4 41 0 

北陸地方整備局 20 2 4 0 8 2 4 0 

中部地方整備局 33 5 3 8 8 2 7 0 

近畿地方整備局 49 8 18 2 3 2 16 0 

中国地方整備局 31 3 6 6 9 0 7 0 

四国地方整備局 26 1 2 3 12 1 7 0 

九州地方整備局 45 6 14 4 9 0 12 0 

沖縄総合事務局 8 0 0 0 2 3 3 0 

計 393 36 78 44 93 18 124 0 

（凡例）   

新耐震基準 建築基準法に基づく新耐震設計法（昭和５６年） 

総数 対象となる棟数 

評価 耐震安全性の評価別の棟数 

未診断 耐震診断の完了していない棟数 

６ 大規模地震に対する構造体の耐震安全性の評価 

評価 Ⅰ、Ⅱ類施設の評価値 耐震安全性の評価※ 備考 

ａ 評価値 ＜ 0.5 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊

する危険性が高い。 

ｂ 0.5≦評価値＜1.0 
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊

する危険性がある。 

ｃ 
Ⅰ類 1.0≦評価値＜1.5  

Ⅱ類 1.0≦評価値＜1.25 

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊

する危険性は低いが、要求される機能が確保で

きないおそれがある。 

 

ｄ 
Ⅰ類  1.5 ≦ 評価値  

Ⅱ類  1.25≦ 評価値   

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊

する危険性は低く、Ⅰ類及びⅡ類の施設では要

求される機能が確保できる。 

いずれも 

中規模地震

で損傷しな

いことを設

計において

確認してい

る。 

 

※ 耐震安全性の評価における地震とは、震度 6強～震度 7程度の大規模地震のことをいう。 

ここでの評価は、「官庁施設の総合耐震診断・改修基準」に基づいて評価したものであり、地震動の

特性、地盤の特性及び建築物の構造特性等により、同一の評価値であっても被害の状況は異なる。 



※評価値 （官庁施設の総合耐震診断・改修基準（平成８年１０月）） 

    必要保有水平耐力の補正係数αは、主に、昭和 56 年の建築基準法施行令改正前の施

設について、柱の帯筋比等の仕様規定を満足できないことを踏まえ、次のように補正（低

減）係数として考慮します。 

 

 

 

 
   ：保有水平耐力 

   ：必要保有水平耐力 

   ：既存不適格建築物を評価するための補正係数(1.0～2.4) 

 

  

 

 

 

 

評価値 ＝ 
「Ｑu」 

α×「Ｑun」 

「Ｑu」  

「Ｑun」 

 α  

「αｄ」×「αｍ」 
  

 

 

 

 

 

※ 「官庁施

定）におい

耐震安全

災害応急対

策活動に必

要な施設 

（上記のほ

状況に応

 

 α＝

 

  「αｄ」：じん性補正係数(柱の帯筋比等の仕様規定不満足など) 

  「αｍ」：モデル化による補正係数(近似的な置換処理の補正) 

   Ｕ   ：劣化係数(経年や品質の劣化による補正) 

Ｕ 

 

設の総合耐震計画基準」（建設省営計発第 100 号平成 8年 10 月 24 日建設事務次官決

て施設が有すべき大地震動時及び大地震動後の耐震安全性の目標に応じた構造体の

性の分類 

分類 活動内容 対象施設 
耐震安全性 

の分類 

左記のうちの 

中枢的施設 
Ⅰ類 災害対策の指

揮、情報伝達

等のための施

設 

災害時の情報の収集、指令 

二次災害に対する警報の発令 

災害復旧対策の立案、実施 

防犯等の治安活動 

被災者への情報伝達 

保健衛生及び防疫活動 

救援物資等の備蓄、緊急輸送

活動等 

上記以外の施設 Ⅱ類 

一般官庁施設 Ⅲ類 

か、救護施設、避難施設、危険物を貯蔵又は使用する施設等については、その施設の

じて、Ⅰ類～Ⅲ類の分類を行っている。） 



官庁施設の耐震性に係るリスト

凡例 問合せ窓口 Teｌ 内線

本省 国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課・整備課 03-5253-8111
計画課　23232
整備課　23453

北海道開発局 北海道開発局営繕部営繕計画課 011-709-2311 5723

東北地方整備局 国土交通省東北地方整備局営繕部計画課 022-225-2171 5153

関東地方整備局 国土交通省関東地方整備局営繕部計画課 048-601-3151 5153

関東地方整備局筑波分室 国土交通省関東地方整備局筑波分室 029-851-2711 31

北陸地方整備局 国土交通省北陸地方整備局営繕部計画課 025-280-8880 5153

中部地方整備局 国土交通省中部地方整備局営繕部計画課 052-953-8185 5153

近畿地方整備局 国土交通省近畿地方整備局営繕部計画課 06-6942-1141 5153

中国地方整備局 国土交通省中国地方整備局営繕部計画課 082-221-9231 5153

四国地方整備局 国土交通省四国地方整備局営繕部計画課 087-851-8061 5153

九州地方整備局 国土交通省九州地方整備局営繕部計画課 092-471-6331 5153

沖縄総合事務局 内閣府沖縄総合事務局開発建設部営繕課 098-866-0031 5152

(平成18年3月31日現在)

所在地

施設名 棟名 市区町村名 構造 地上 地下 延べ面積 評価 評価値

本省 内閣本府庁舎 Ａ棟 東京都千代田区 Ⅰ 1962 RC 6 2 18,481 a 0.37 官庁基準 建替検討中

本省 警察総合庁舎 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1968 SRC 8 2 22,505 c 1.04 官庁基準

本省 外務省庁舎 A棟（北庁舎） 東京都千代田区 Ⅰ 1960 SRC 8 2 21,727 d - 改修済

本省 外務省庁舎 C棟（中央・南庁舎） 東京都千代田区 Ⅰ 1960 SRC 8 1 34,167 d - 改修済

本省 外務省庁舎 西別館 東京都千代田区 Ⅰ 1975 RC 3 1 1,760 d - 改修済

本省 外務省庁舎 増築棟（新庁舎） 東京都千代田区 Ⅰ 1995 SRC 8 3 14,436 d -

本省 財務本省庁舎 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1943 SRC 5 1 56,305 b 0.79 官庁基準

本省 経済産業省庁舎 本館 東京都千代田区 Ⅰ 1984 S 18 3 47,071 d -

本省 経済産業省庁舎 別館 東京都千代田区 Ⅰ 1968 SRC 11 2 59,741 a 0.32 官庁基準 改修中

本省 中央合同庁舎第1号館 本館 東京都千代田区 Ⅰ 1954 SRC 8 1 48,009 a 0.31 官庁基準 H18改修予定

本省 中央合同庁舎第1号館 別館 東京都千代田区 Ⅰ 1965 SRC 8 1 17,478 a 0.48 官庁基準 改修検討中

本省 中央合同庁舎第1号館 北別館 東京都千代田区 Ⅰ 1964 SRC 8 1 14,139 a 0.26 官庁基準 H18改修予定

本省 中央合同庁舎第2号館 高層棟 東京都千代田区 Ⅰ 2000 S 21 4 114,654 d -

本省 中央合同庁舎第2号館 低層棟 東京都千代田区 Ⅰ 2003 RC 0 4 10,497 d -

本省 中央合同庁舎第3号館 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1966 SRC 11 2 69,581 d - 改修済

本省 中央合同庁舎第4号館 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1971 SRC 12 2 61,854 b 0.83 官庁基準

本省 中央合同庁舎第5号館 本館 東京都千代田区 Ⅰ 1983 S 26 3 101,301 d -

本省 中央合同庁舎第6号館 Ａ棟 東京都千代田区 Ⅰ 1990 S 22 4 126,171 d -

本省 中央合同庁舎第6号館 赤レンガ棟 東京都千代田区 Ⅰ 1895 その他 3 0 9,867 d - 改修済

本省 中央合同庁舎第6号館 BC棟 東京都千代田区 Ⅰ 1994 S 21 3 64,104 d -

本省 永田町合同庁舎 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1959 SRC 8 1 8,755 c 0.67 建防協

問合せ窓口
建築物

分類
建築
年次

構造・規模 評価
評価基準 備考
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(平成18年3月31日現在)

所在地

施設名 棟名 市区町村名 構造 地上 地下 延べ面積 評価 評価値
問合せ窓口

建築物
分類

建築
年次

構造・規模 評価
評価基準 備考

北海道開発局 北海道警察学校 本館 北海道札幌市南区 Ⅱ 1968 RC 3 0 4,086 d -

北海道開発局 北海道警察機動隊 庁舎 北海道札幌市南区 Ⅱ 2003 RC 5 0 7,268 d -

北海道開発局 小樽開発建設部 庁舎 北海道小樽市 Ⅱ 1966 RC 3 0 3,368 a 0.37 官庁基準 改修中

北海道開発局 小樽開発建設部 庁舎 北海道小樽市 Ⅱ 1985 RC 3 0 1,476 c 1.02 官庁基準 改修中

北海道開発局 室蘭開発建設部 庁舎 北海道室蘭市 Ⅱ 1983 RC 5 1 6,220 c 1.03 官庁基準 H18改修予定

北海道開発局 留萌開発建設部 庁舎 北海道留萌市 Ⅱ 1998 RC 4 0 6,228 d -

北海道開発局 網走開発建設部 庁舎 北海道網走市 Ⅱ 1954 RC 3 0 1,173 d - 改修済

北海道開発局 網走開発建設部 庁舎 北海道網走市 Ⅱ 1967 RC 3 0 1,783 b 0.96 官庁基準

北海道開発局 網走開発建設部 庁舎 北海道網走市 Ⅱ 1979 RC 3 0 2,328 d -

北海道開発局 帯広開発建設部 庁舎 北海道帯広市 Ⅱ 1964 RC 3 0 2,069 c 1.05 官庁基準

北海道開発局 帯広開発建設部 庁舎 北海道帯広市 Ⅱ 1973 RC 3 0 2,801 d - 改修済

北海道開発局 北海道開発局防災技術センター 庁舎 北海道札幌市豊平区 Ⅰ 1977 RC 3 0 2,176 d - 改修済

北海道開発局 函館開発建設部 庁舎 北海道函館市 Ⅱ 1985 RC 5 1 6,349 c 1.01 官庁基準

北海道開発局 札幌管区気象台 庁舎 北海道札幌市中央区 Ⅰ 1965 RC 3 0 3,297 a 0.29 官庁基準 改修中

北海道開発局 室蘭地方気象台 庁舎 北海道室蘭市 Ⅱ 1985 RC 3 0 1,304 d -

北海道開発局 函館海洋気象台 庁舎 北海道函館市 Ⅱ 1992 RC 4 0 2,281 d -

北海道開発局 札幌第１合同庁舎 庁舎 北海道札幌市北区 Ⅰ 1989 S 18 2 53,031 d -

北海道開発局 札幌第２合同庁舎 庁舎 北海道札幌市中央区 Ⅰ 1968 SRC 9 1 17,485 c 1.28 官庁基準

北海道開発局 札幌第３合同庁舎（行政棟） 庁舎 北海道札幌市中央区 Ⅰ 1993 SRC 15 2 27,596 d -

北海道開発局 旭川地方合同庁舎 庁舎 北海道旭川市 Ⅱ 2004 SRC 6 1 13,647 d -

北海道開発局 室蘭地方合同庁舎 庁舎 北海道室蘭市 Ⅱ 1993 RC 6 1 7,701 d -

北海道開発局 釧路地方合同庁舎 庁舎 北海道釧路市 Ⅱ 2000 SRC 9 1 25,318 d -

北海道開発局 岩見沢地方合同庁舎 庁舎 北海道岩見沢市 Ⅱ 1975 RC 3 0 2,870 d - 改修済

北海道開発局 稚内地方合同庁舎 庁舎 北海道稚内市 Ⅱ 1995 RC 6 1 9,211 d -

北海道開発局 根室地方合同庁舎 庁舎 北海道根室市 Ⅱ 1994 RC 5 0 3,944 d -

北海道開発局 江差地方合同庁舎 庁舎 北海道檜山郡江差町 Ⅱ 1979 RC 3 0 2,701 d -

北海道開発局 倶知安地方合同庁舎 庁舎 北海道虻田郡倶知安町 Ⅱ 1991 RC 5 0 3,269 d -

北海道開発局 小樽港湾合同庁舎 庁舎 北海道小樽市 Ⅰ 1965 RC 6 1 11,827 a 0.31 官庁基準 建替検討中

北海道開発局 函館港湾合同庁舎 庁舎 北海道函館市 Ⅱ 1968 RC 5 0 9,510 b 0.98 官庁基準

北海道開発局 苫小牧港湾合同庁舎 庁舎 北海道苫小牧市 Ⅱ 1975 RC 3 0 3,662 d - 改修済

北海道開発局 留萌港湾合同庁舎 庁舎 北海道留萌市 Ⅱ 1968 RC 3 0 1,780 d - 改修済

北海道開発局 釧路港湾合同庁舎 庁舎 北海道釧路市 Ⅱ 1971 RC 5 0 4,415 d - 改修済

北海道開発局 根室港湾合同庁舎 庁舎 北海道根室市 Ⅱ 1972 RC 3 0 1,895 d - 改修済

北海道開発局 稚内港湾合同庁舎 庁舎 北海道稚内市 Ⅱ 1968 RC 4 0 3,394 c 1.10 官庁基準

北海道開発局 札幌開発総合庁舎 庁舎 北海道札幌市中央区 Ⅱ 1965 RC 6 1 11,732 a 0.36 官庁基準

東北地方整備局 東北管区警察学校 庁舎 宮城県多賀城市 Ⅱ 1975 RC 4 0 4,694 d - 改修済
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(平成18年3月31日現在)

所在地

施設名 棟名 市区町村名 構造 地上 地下 延べ面積 評価 評価値
問合せ窓口

建築物
分類

建築
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東北地方整備局 青森県警察学校 校舎 青森県青森市 Ⅱ 1999 RC 3 0 4,443 d -

東北地方整備局 宮城県警察学校 庁舎 宮城県名取市 Ⅱ 1999 RC 4 0 3,129 d -

東北地方整備局 山形県警察学校 校舎 山形県天童市 Ⅱ 1983 RC 3 0 2,000 d -

東北地方整備局 福島県警察学校 庁舎 福島県福島市 Ⅱ 1973 RC 3 0 1,838 b 0.66 官庁基準 H18改修予定

東北地方整備局 宮城県警察機動隊 庁舎 宮城県仙台市青葉区 Ⅱ 1981 RC 3 0 1,889 d -

東北地方整備局 東北地方整備局 庁舎 宮城県仙台市青葉区 Ⅰ 1954 RC 5 0 4,461 c 1.01 官庁基準

東北地方整備局 東北地方整備局 庁舎 宮城県仙台市青葉区 Ⅰ 1964 RC 3 0 1,412 c 1.02 官庁基準

東北地方整備局 東北地方整備局 庁舎 宮城県仙台市青葉区 Ⅰ 1976 RC 5 0 2,173 c 1.01 官庁基準

東北地方整備局 青森地方合同庁舎 庁舎 青森県青森市 Ⅱ 1984 SRC 8 0 5,293 d -

東北地方整備局 盛岡地方合同庁舎（１号館） 庁舎 岩手県盛岡市 Ⅱ 1961 RC 4 1 2,900 a 0.30 官庁基準

東北地方整備局 仙台第１地方合同庁舎 庁舎 宮城県仙台市青葉区 Ⅰ 1965 SRC 9 2 27,736 c 1.31 官庁基準

東北地方整備局 仙台第２地方合同庁舎 庁舎 宮城県仙台市青葉区 Ⅰ 1973 S 17 2 13,581 d -

東北地方整備局 仙台第３合同庁舎 庁舎 宮城県仙台市宮城野区 Ⅰ 1982 SRC 10 2 18,298 b 0.92 官庁基準

東北地方整備局 仙台第４地方合同庁舎 庁舎 宮城県仙台市宮城野区 Ⅰ 1988 SRC 8 2 12,326 d -

東北地方整備局 石巻地方合同庁舎 庁舎 宮城県石巻市 Ⅱ 1990 RC 3 1 2,854 d -

東北地方整備局 気仙沼地方合同庁舎 庁舎 宮城県気仙沼市 Ⅱ 1976 RC 6 0 2,383 d - 改修済

東北地方整備局 秋田第１地方合同庁舎 庁舎 秋田県秋田市 Ⅱ 1968 RC 5 0 5,842 b 0.83 官庁基準

東北地方整備局 秋田第２地方合同庁舎 庁舎 秋田県秋田市 Ⅱ 1989 RC 5 1 4,409 d -

東北地方整備局 山形地方合同庁舎 庁舎 山形県山形市 Ⅱ 1973 RC 5 1 4,589 b 0.82 官庁基準

東北地方整備局 新庄地方合同庁舎 庁舎 山形県新庄市 Ⅱ 1985 RC 4 1 2,738 c 1.01 官庁基準

東北地方整備局 福島地方合同庁舎 庁舎 福島県福島市 Ⅱ 1973 RC 5 0 6,459 c 1.05 官庁基準

東北地方整備局 白河地方合同庁舎 庁舎 福島県白河市 Ⅱ 1993 RC 5 1 4,140 d -

東北地方整備局 青森港湾合同庁舎 庁舎 青森県青森市 Ⅱ 1969 RC 3 0 1,620 d -

東北地方整備局 八戸港湾合同庁舎 庁舎 青森県八戸市 Ⅱ 1968 RC 4 0 2,090 d - 改修済

東北地方整備局 宮古港湾合同庁舎 庁舎 岩手県宮古市 Ⅱ 1979 RC 3 0 1,949 d -

東北地方整備局 釜石港湾合同庁舎 庁舎 岩手県釜石市 Ⅱ 1972 RC 4 0 2,240 b 0.95 官庁基準

東北地方整備局 塩釜港湾合同庁舎 庁舎 宮城県塩竈市 Ⅰ 1969 RC 7 0 6,913 c 1.29 官庁基準

東北地方整備局 秋田港湾合同庁舎 庁舎 秋田県秋田市 Ⅱ 1969 RC 3 0 1,600 d -

東北地方整備局 酒田港湾合同庁舎 庁舎 山形県酒田市 Ⅱ 1967 RC 3 1 1,818 c 1.01 官庁基準

東北地方整備局 小名浜港湾合同庁舎 庁舎 福島県いわき市 Ⅱ 1971 RC 3 0 1,386 c 1.20 官庁基準

関東地方整備局 皇宮警察本部 本館 東京都千代田区 Ⅱ 1983 RC 3 0 3,555 d -

関東地方整備局 警察庁科学警察研究所 本館 千葉県柏市 Ⅰ 1998 SRC 7 1 24,164 d -

関東地方整備局 警察大学校 本館 東京都府中市 Ⅱ 2001 SRC 7 1 30,740 d -

関東地方整備局 関東管区警察学校 本館棟 東京都小平市 Ⅱ 1963 RC 3 1 5,726 d - 改修済

関東地方整備局 茨城県警察学校 本館 茨城県東茨城郡茨城町 Ⅱ 1972 RC 3 0 1,914 b 0.90 官庁基準

関東地方整備局 栃木県警察学校 本館 栃木県宇都宮市 Ⅱ 1969 RC 3 0 1,859 d - 改修済
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関東地方整備局 群馬県警察学校 本館 群馬県前橋市 Ⅱ 1973 RC 3 0 1,719 d - 改修済

関東地方整備局 埼玉県警察学校 本館 埼玉県さいたま市北区 Ⅱ 1966 RC 4 0 2,274 d - 改修済

関東地方整備局 埼玉県警察学校 第２本館 埼玉県さいたま市北区 Ⅱ 1986 RC 4 0 2,652 d -

関東地方整備局 埼玉県警察学校 第３本館 埼玉県さいたま市北区 Ⅱ 1969 RC 3 0 1,100 d - 改修済

関東地方整備局 千葉県警察学校 本館 千葉県東金市 Ⅱ 1986 RC 3 0 5,490 d -

関東地方整備局 警視庁警察学校 本館棟 東京都府中市 Ⅱ 2001 SRC 5 1 6,359 d -

関東地方整備局 神奈川県警察学校 本館 神奈川県横浜市栄区 Ⅱ 1970 RC 5 0 5,007 d - 改修済

関東地方整備局 神奈川県警察学校木月分校 本館 神奈川県川崎市中原区 Ⅱ 1982 RC 3 0 1,946 c 1.12 官庁基準

関東地方整備局 神奈川県警察学校由野台分校 本館 神奈川県相模原市 Ⅱ 1997 RC 5 0 3,936 d -

関東地方整備局 山梨県警察学校 本館 山梨県甲斐市 Ⅱ 1967 RC 3 0 1,216 d - 改修済

関東地方整備局 長野県警察学校 本館 長野県長野市 Ⅱ 1976 RC 4 0 1,868 b 0.52 官庁基準

関東地方整備局 栃木県警察機動隊 庁舎 栃木県宇都宮市 Ⅱ 2002 RC 3 0 1,109 d -

関東地方整備局 埼玉県警察機動隊 庁舎 埼玉県朝霞市 Ⅱ 1983 RC 3 0 2,425 c 1.10 官庁基準

関東地方整備局 千葉県警察第一機動隊 待機所 千葉県千葉市美浜区 Ⅱ 1989 RC 3 0 1,870 d -

関東地方整備局 千葉県警察第二機動隊 本館 千葉県千葉市稲毛区 Ⅱ 1975 RC 3 0 1,082 b 0.65 官庁基準

関東地方整備局 千葉県警察第三機動隊 庁舎道場棟 千葉県柏市 Ⅱ 1998 RC 3 1 3,642 d -

関東地方整備局 千葉県警察第三機動隊 待機所 千葉県柏市 Ⅱ 1998 RC 4 0 5,341 d -

関東地方整備局 警視庁第一機動隊 待機所 東京都千代田区 Ⅱ 2000 RC 6 2 6,862 d -

関東地方整備局 警視庁第一機動隊 待機所 東京都千代田区 Ⅱ 2002 SRC 9 1 5,894 d -

関東地方整備局 警視庁第二機動隊 本館 東京都墨田区 Ⅱ 1967 RC 5 0 2,570 d - 改修済

関東地方整備局 警視庁第二機動隊 待機所１ 東京都墨田区 Ⅱ 1967 RC 4 0 1,580 b 0.53 官庁基準

関東地方整備局 警視庁第二機動隊 待機所２ 東京都墨田区 Ⅱ 1967 RC 4 0 1,705 b 0.50 官庁基準

関東地方整備局 警視庁第三機動隊 庁舎 東京都目黒区 Ⅱ 2005 RC 4 0 5,130 d -

関東地方整備局 警視庁第四機動隊 庁舎 東京都立川市 Ⅱ 1987 RC 4 0 4,401 d -

関東地方整備局 警視庁第五機動隊 本館１ 東京都新宿区 Ⅱ 1963 RC 4 0 1,838 d - 改修済

関東地方整備局 警視庁第五機動隊 本館２ 東京都新宿区 Ⅱ 1963 RC 4 0 1,814 d - 改修済

関東地方整備局 警視庁第五機動隊 事務庁舎 東京都新宿区 Ⅱ 1970 RC 4 0 1,591 d -

関東地方整備局 警視庁第六機動隊 庁舎 東京都品川区 Ⅱ 1975 SRC 9 0 6,013 d - 改修済

関東地方整備局 警視庁第七機動隊 本館 東京都調布市 Ⅱ 1975 RC 3 0 6,458 d - 改修済

関東地方整備局 警視庁第八機動隊 庁舎 東京都新宿区 Ⅱ 1977 SRC 6 1 6,098 c 1.05 官庁基準 H18改修予定

関東地方整備局 警視庁第八機動隊 別館 東京都新宿区 Ⅱ 1978 RC 3 1 3,545 b 0.72 官庁基準

関東地方整備局 警視庁第九機動隊 本館 東京都江東区 Ⅱ 1981 SRC 7 0 4,462 c 1.10 官庁基準 H18改修予定

関東地方整備局 警視庁第九機動隊 別館 東京都江東区 Ⅱ 1981 SRC 7 0 4,616 b 0.58 官庁基準

関東地方整備局 警視庁特科車輌隊 庁舎 東京都新宿区 Ⅱ 1969 RC 5 0 3,396 c 1.05 官庁基準

関東地方整備局 警視庁特科車輌隊 待機所 東京都新宿区 Ⅱ 1969 RC 4 0 2,448 b 0.52 官庁基準

関東地方整備局 神奈川県警察第一機動隊 庁舎 神奈川県横浜市金沢区 Ⅱ 1975 RC 4 0 3,131 b 0.72 官庁基準
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関東地方整備局 神奈川県警察第二機動隊 本館 神奈川県川崎市中原区 Ⅱ 1984 RC 3 0 1,611 c 1.04 官庁基準

関東地方整備局 総務省第二庁舎 第二庁舎 東京都新宿区 Ⅰ 1968 SRC 8 2 35,024 a 0.47 官庁基準

関東地方整備局 消防大学校 本館 東京都三鷹市 Ⅰ 2001 RC 5 1 6,502 d -

関東地方整備局 消防大学校 第二本館 東京都三鷹市 Ⅰ 1995 RC 3 0 2,692 d -

関東地方整備局 国立感染症研究所戸山研究庁舎 庁舎（管理棟・共用厚生棟・実験棟） 東京都新宿区 Ⅰ 1993 SRC 5 3 31,555 d -

関東地方整備局 国立感染症研究所村山庁舎 研究所（6号棟） 東京都武蔵村山市 Ⅰ 2002 SRC 8 0 7,181 d -

関東地方整備局 国立医薬品食品衛生研究所 ２号館 東京都世田谷区 Ⅰ 1931 RC 3 0 2,747 c 1.12 官庁基準

関東地方整備局 国立医薬品食品衛生研究所 ４号館 東京都世田谷区 Ⅱ 1969 RC 4 0 1,814 b 0.81 官庁基準

関東地方整備局 国立医薬品食品衛生研究所 ８号館 東京都世田谷区 Ⅱ 1978 RC 6 0 7,221 b 0.64 官庁基準

関東地方整備局 国立医薬品食品衛生研究所 １１号館 東京都世田谷区 Ⅱ 1967 RC 3 1 4,818 b 0.61 官庁基準

関東地方整備局 国立保健医療科学院 庁舎 埼玉県和光市 Ⅱ 2001 SRC 8 1 10,746 d -

関東地方整備局 国立保健医療科学院 別館棟 埼玉県和光市 Ⅱ 2004 SRC 5 2 7,976 d -

関東地方整備局 日本社会事業大学竹丘校舎 管理棟 東京都清瀬市 Ⅱ 1989 RC 3 0 2,770 d -

関東地方整備局 国立身体障害者リハビリテーションセンター 本館 埼玉県所沢市 Ⅱ 1977 RC 4 1 5,245 c 1.00 官庁基準

関東地方整備局 国土交通大学校 本館 東京都小平市 Ⅱ 2000 RC 3 0 5,028 d -

関東地方整備局 横浜海上防災基地 庁舎 神奈川県横浜市中区 Ⅱ 1994 RC 4 1 13,314 d -

関東地方整備局 気象大学校 第一校舎（管理教育棟） 千葉県柏市 Ⅱ 1987 RC 3 0 3,494 d -

関東地方整備局 気象庁大手町 本庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1964 SRC 8 2 32,127 d - 改修済

関東地方整備局 気象衛星センター 庁舎 東京都清瀬市 Ⅰ 1976 RC 3 0 7,145 b 0.98 官庁基準

関東地方整備局 八丈島測候所 庁舎 東京都八丈町 Ⅱ 2003 RC 3 0 1,409 d -

関東地方整備局 甲府地方気象台 庁舎 山梨県甲府市 Ⅱ 1993 RC 3 0 1,239 d -

関東地方整備局 海上保安庁海洋情報部 事務棟 東京都中央区 Ⅰ 1972 SRC 8 1 14,822 b 0.57 官庁基準

関東地方整備局 環境調査研修所 本館 埼玉県所沢市 Ⅱ 1974 RC 3 0 2,216 b 0.76 官庁基準

関東地方整備局 筑波地方合同庁舎 庁舎 茨城県つくば市 Ⅰ 1984 SRC 4 0 2,894 c 1.15 官庁基準

関東地方整備局 宇都宮地方合同庁舎 庁舎 栃木県宇都宮市 Ⅱ 1972 RC 5 0 3,511 c 1.00 官庁基準 H18改修予定

関東地方整備局 宇都宮第２地方合同庁舎 庁舎 栃木県宇都宮市 Ⅱ 1989 SRC 6 1 7,976 d -

関東地方整備局 さいたま新都心合同庁舎１号館 庁舎 埼玉県さいたま市中央区 Ⅰ 2000 S 31 2 123,902 d -

関東地方整備局 さいたま新都心合同庁舎２号館 庁舎 埼玉県さいたま市中央区 Ⅰ 2000 S 28 3 101,406 d -

関東地方整備局 千葉第二地方合同庁舎 庁舎 千葉県千葉市中央区 Ⅰ 1994 RC 8 1 12,046 d -

関東地方整備局 九段地方合同庁舎 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1977 SRC 14 2 34,350 d -

関東地方整備局 九段第二地方合同庁舎 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1987 S 14 2 29,971 d -

関東地方整備局 大手町第３地方合同庁舎 庁舎 東京都千代田区 Ⅰ 1971 SRC 15 3 59,923 d -

関東地方整備局 新宿地方合同庁舎 庁舎 東京都新宿区 Ⅱ 1977 RC 3 0 1,176 b 0.64 官庁基準

関東地方整備局 立川防災合同庁舎 庁舎 東京都立川市 Ⅰ 1988 RC 2 1 3,055 d -

関東地方整備局 立川防災合同庁舎 庁舎 東京都立川市 Ⅰ 1997 RC 3 0 5,150 d -

関東地方整備局 大島合同庁舎 庁舎 東京都大島町 Ⅱ 1991 RC 3 0 2,076 d -
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関東地方整備局 横浜地方合同庁舎 庁舎 神奈川県横浜市中区 Ⅱ 1976 SRC 8 1 12,810 b 0.80 官庁基準 H18改修予定

関東地方整備局 横浜第２地方合同庁舎 庁舎 神奈川県横浜市中区 Ⅰ 1996 SRC 23 3 74,390 d -

関東地方整備局 長野地方合同庁舎 庁舎 長野県長野市 Ⅰ 1966 RC 5 0 6,661 c 1.37 官庁基準

関東地方整備局 飯田高羽合同庁舎 庁舎 長野県飯田市 Ⅱ 2001 RC 4 1 4,110 d -

関東地方整備局 鹿島港湾合同庁舎 庁舎 茨城県神栖市 Ⅱ 1973 RC 3 0 2,805 b 0.91 官庁基準

関東地方整備局 千葉港湾合同庁舎 庁舎 千葉県千葉市中央区 Ⅱ 1981 RC 6 0 4,844 c 1.17 官庁基準

関東地方整備局 銚子港湾合同庁舎 庁舎 千葉県銚子市 Ⅱ 1986 RC 3 0 2,468 d - 改修済

関東地方整備局 東京港湾合同庁舎 庁舎 東京都江東区 Ⅱ 2000 S 12 2 50,459 d -

関東地方整備局 横須賀港湾合同庁舎 庁舎 神奈川県横須賀市 Ⅱ 1973 RC 3 0 1,446 d - 改修済

関東地方整備局 那珂湊運輸総合庁舎 庁舎 茨城県ひたちなか市 Ⅱ 1989 RC 3 0 1,668 d -

関東地方整備局筑波分室 研究交流センター 研究交流センター 茨城県つくば市 Ⅱ 1978 RC 3 0 3,664 b 0.70 官庁基準

関東地方整備局筑波分室 国土技術政策総合研究所 ( 旭 ) 研究廃水処理施設管理棟 茨城県つくば市 Ⅰ 1979 RC 3 0 1,578 b 0.79 官庁基準

関東地方整備局筑波分室 国土技術政策総合研究所 ( 立原 ) 都市防災研究センター棟 茨城県つくば市 Ⅱ 1998 SRC 8 1 5,051 d -

関東地方整備局筑波分室 国土地理院 研究合同庁舎（本館棟） 茨城県つくば市 Ⅰ 1976 SRC 6 1 19,797 b 0.87 官庁基準

関東地方整備局筑波分室 気象研究所 本館 茨城県つくば市 Ⅰ 1979 SRC 7 1 17,226 b 0.84 官庁基準

関東地方整備局筑波分室 高層気象台 庁舎 茨城県つくば市 Ⅱ 1975 RC 4 1 4,384 d - 改修済

北陸地方整備局 新潟県警察学校 本館 新潟県新潟市 Ⅱ 1973 RC 3 0 2,581 b 0.55 官庁基準 改修中

北陸地方整備局 石川県警察学校 校舎　本館１ 石川県金沢市 Ⅱ 1964 RC 3 0 1,154 d - 改修済

北陸地方整備局 新潟県警察機動隊 庁舎 新潟県新潟市 Ⅱ 1970 RC 3 0 1,717 d - 改修済

北陸地方整備局 石川県警察機動隊 庁舎 石川県金沢市 Ⅱ 1970 RC 3 0 1,138 b 0.64 官庁基準

北陸地方整備局 富山地方気象台 庁舎 富山県富山市 Ⅱ 1986 RC 3 0 1,283 c 1.18 官庁基準

北陸地方整備局 新潟美咲合同庁舎１号館 庁舎 新潟県新潟市 Ⅰ 2005 SRC 8 0 15,494 d -

北陸地方整備局 佐渡相川合同庁舎 庁舎 新潟県佐渡市 Ⅱ 1995 RC 4 0 2,919 d -

北陸地方整備局 富山地方合同庁舎 庁舎 富山県富山市 Ⅱ 1972 RC 5 1 6,050 d - 改修済

北陸地方整備局 金沢新神田合同庁舎 庁舎 石川県金沢市 Ⅰ 1979 SRC 8 1 14,482 d - 改修済

北陸地方整備局 金沢広坂合同庁舎 庁舎 石川県金沢市 Ⅰ 1965 RC 8 1 17,083 a 0.45 官庁基準

北陸地方整備局 金沢駅西合同庁舎 庁舎 石川県金沢市 Ⅱ 1991 SRC 9 1 15,634 d -

北陸地方整備局 金沢駅西合同庁舎 庁舎別館 石川県金沢市 Ⅱ 2003 RC 3 0 1,035 d -

北陸地方整備局 輪島地方合同庁舎 庁舎 石川県輪島市 Ⅱ 1986 RC 4 0 2,529 c 1.04 官庁基準 H18改修予定

北陸地方整備局 新潟港湾合同庁舎 庁舎 新潟県新潟市 Ⅱ 1966 RC 3 0 2,628 d - 改修済

北陸地方整備局 直江津港湾合同庁舎 庁舎 新潟県上越市 Ⅱ 1971 RC 3 0 1,103 d - 改修済

北陸地方整備局 伏木港湾合同庁舎 庁舎 富山県高岡市 Ⅱ 1964 RC 5 0 2,615 a 0.31 官庁基準 H18改修予定

北陸地方整備局 金沢港湾合同庁舎 庁舎 石川県金沢市 Ⅱ 1975 RC 4 0 1,292 d -

北陸地方整備局 七尾港湾合同庁舎 庁舎 石川県七尾市 Ⅱ 1968 RC 4 0 1,774 d - 改修済

北陸地方整備局 新潟労働総合庁舎 庁舎 新潟県新潟市 Ⅱ 1965 RC 3 0 1,293 b 0.74 官庁基準

北陸地方整備局 国土交通省新潟総合庁舎 庁舎 新潟県新潟市 Ⅰ 1966 RC 5 0 6,485 b 0.70 官庁基準
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中部地方整備局 中部管区警察学校 本館 愛知県小牧市 Ⅱ 1970 RC 4 0 5,014 d - 改修済

中部地方整備局 岐阜県警察学校 本館 岐阜県関市 Ⅱ 1997 RC 3 0 2,708 d -

中部地方整備局 静岡県警察学校 本館 静岡県藤枝市 Ⅱ 1974 RC 4 0 2,728 d - 改修済

中部地方整備局 愛知県警察学校 本館 愛知県春日井市 Ⅱ 1968 RC 3 0 3,868 a 0.42 官庁基準

中部地方整備局 三重県警察学校 本館 三重県津市 Ⅱ 1968 RC 3 0 1,803 d - 改修済

中部地方整備局 岐阜県警察機動隊 庁舎 岐阜県岐阜市 Ⅱ 1972 RC 3 0 1,072 d - 改修済

中部地方整備局 静岡県警察機動隊 庁舎 静岡県静岡市葵区 Ⅱ 2000 RC 3 0 1,654 d -

中部地方整備局 静岡県警察機動隊 待機所・厚生棟 静岡県静岡市葵区 Ⅱ 2001 RC 4 0 1,831 d -

中部地方整備局 愛知県警察機動隊 庁舎 愛知県小牧市 Ⅱ 2001 RC 3 0 3,804 d -

中部地方整備局 愛知県警察機動隊分庁舎 待機所 愛知県名古屋市北区 Ⅱ 1995 RC 6 0 3,632 d -

中部地方整備局 東海財務局 庁舎（本館） 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1952 SRC 4 1 3,924 c 1.16 官庁基準

中部地方整備局 東海財務局 庁舎（南館） 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1970 RC 4 0 1,814 c 1.03 官庁基準

中部地方整備局 東海財務局 庁舎（北館） 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1979 RC 4 0 1,685 c 1.06 官庁基準

中部地方整備局 岐阜地方気象台 庁舎 岐阜県岐阜市 Ⅱ 1976 RC 3 0 1,000 d - 改修済

中部地方整備局 名古屋地方気象台 現業庁舎 愛知県名古屋市千種区 Ⅱ 1961 RC 3 0 1,088 d - 改修済

中部地方整備局 静岡地方合同庁舎・静岡法務総合庁舎 庁舎 静岡県静岡市葵区 Ⅰ 1971 RC 5 1 12,541 c 1.35 官庁基準

中部地方整備局 岐阜地方合同庁舎 庁舎 岐阜県岐阜市 Ⅱ 1969 RC 5 0 6,774 b 0.85 官庁基準

中部地方整備局 名古屋第１地方合同庁舎 庁舎 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1991 SRC 11 2 24,070 d -

中部地方整備局 名古屋第２地方合同庁舎 庁舎（旧館） 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1967 SRC 8 2 15,812 a 0.36 官庁基準 改修中

中部地方整備局 名古屋第２地方合同庁舎 庁舎（新館） 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1980 SRC 8 2 8,566 b 0.76 官庁基準 改修中

中部地方整備局 名古屋第３地方合同庁舎 庁舎 愛知県名古屋市東区 Ⅰ 1984 SRC 8 1 8,613 c 1.13 官庁基準

中部地方整備局 津第２地方合同庁舎 庁舎 三重県津市 Ⅱ 1987 RC 5 1 4,947 d -

中部地方整備局 尾鷲地方合同庁舎 庁舎 三重県尾鷲市 Ⅱ 1985 S 4 0 1,407 c 1.22 官庁基準

中部地方整備局 清水港湾合同庁舎 庁舎 静岡県静岡市清水区 Ⅱ 1967 RC 6 0 5,470 c 0.70 建防協

中部地方整備局 名古屋港湾合同庁舎 庁舎（本館） 愛知県名古屋市港区 Ⅰ 1965 SRC 9 1 15,264 a 0.24 官庁基準 改修検討中

中部地方整備局 名古屋港湾合同庁舎 庁舎（別館） 愛知県名古屋市港区 Ⅰ 1950 RC 4 0 1,791 a 0.16 官庁基準 建替検討中

中部地方整備局 衣浦港湾合同庁舎 庁舎 愛知県半田市 Ⅱ 1970 RC 3 0 1,036 c 1.10 官庁基準

中部地方整備局 四日市港湾合同庁舎 庁舎 三重県四日市市 Ⅱ 1967 RC 4 0 3,588 b 0.82 官庁基準 H18改修予定

中部地方整備局 尾鷲港湾合同庁舎 庁舎 三重県尾鷲市 Ⅱ 1968 RC 3 0 1,727 d - 改修済

中部地方整備局 下田運輸総合庁舎 庁舎 静岡県下田市 Ⅱ 1978 RC 5 0 2,117 d - 改修済

中部地方整備局 名古屋農林総合庁舎 庁舎 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1964 RC 4 1 6,636 c 1.02 官庁基準

中部地方整備局 中部経済産業総合庁舎 庁舎 愛知県名古屋市中区 Ⅰ 1960 RC 4 1 10,032 c 1.00 官庁基準

中部地方整備局 鳥羽運輸総合庁舎 庁舎 三重県鳥羽市 Ⅱ 1975 RC 3 0 1,567 a 0.44 官庁基準

近畿地方整備局 近畿管区警察学校 本館及び教室 大阪府堺市 Ⅱ 1959 RC 3  0 5,133 b 0.58 官庁基準

近畿地方整備局 滋賀県警察学校 本館 滋賀県大津市 Ⅱ 1970 RC 4  0 3,105 d - 建替中

近畿地方整備局 京都府警察学校 本館 京都府京都市伏見区 Ⅱ 1965 RC 4  0 3,329 b 0.53 官庁基準
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近畿地方整備局 大阪府警察学校 本館 大阪府交野市 Ⅱ 1966 RC 4  0 4,727 a 0.48 官庁基準

近畿地方整備局 大阪府警察学校 別館 大阪府交野市 Ⅱ 1975 RC 4  0 1,959 c 1.00 官庁基準

近畿地方整備局 大阪府警察学校関目分校 分館 大阪府大阪市城東区 Ⅱ 2002 RC 4 1 5,654 d -

近畿地方整備局 兵庫県警察学校 本館 兵庫県芦屋市 Ⅱ 1974 RC 5  0 4,743 b 0.59 官庁基準

近畿地方整備局 奈良県警察学校 本館・厚生棟 奈良県奈良市 Ⅱ 2003 RC 3 0 2,141 d -

近畿地方整備局 奈良県警察学校 別館 奈良県奈良市 Ⅱ 1979 RC 4  0 1,624 b 0.64 官庁基準

近畿地方整備局 和歌山県警察学校 警察学校本館 和歌山県和歌山市 Ⅱ 1967 RC 3  0 2,301 b 0.75 官庁基準

近畿地方整備局 福井県警察機動隊 庁舎・待機所 福井県福井市 Ⅱ 1970 RC 3  0 1,200 a 0.28 官庁基準

近畿地方整備局 滋賀県警察機動隊 機動隊庁舎 滋賀県大津市 Ⅱ 2002 RC 5 0 1,308 d -

近畿地方整備局 京都府警察機動隊 庁舎 京都府京都市伏見区 Ⅱ 1966 RC 3  0 1,121 b 0.60 官庁基準

近畿地方整備局 京都府警察機動隊 庁舎 京都府京都市伏見区 Ⅱ 1999 RC 4  0 1,864 d -

近畿地方整備局 大阪府警察第一機動隊 本館 大阪府大阪市城東区 Ⅱ 1969 RC 5  0 6,113 b 0.87 官庁基準

近畿地方整備局 大阪府警察第二機動隊 庁舎 大阪府大阪市住之江区 Ⅱ 1970 RC 3  0 2,129 b 0.63 官庁基準

近畿地方整備局 大阪府警察第二機動隊 庁舎　別館 大阪府大阪市住之江区 Ⅱ 1976 RC 3  0 1,579 b 0.65 官庁基準

近畿地方整備局 大阪府警察第二機動隊 庁舎　第二別館 大阪府大阪市住之江区 Ⅱ 1999 RC 4  0 1,415 d -

近畿地方整備局 大阪府警察第三機動隊 庁舎 大阪府泉佐野市 Ⅱ 1993 SRC 5  0 6,331 d -

近畿地方整備局 国立京都国際会館 会議場 京都府京都市左京区 Ⅱ 1965 SRC 6  1 33,641 a 0.40 官庁基準 改修中

近畿地方整備局 国立京都国際会館 会議場(ANNEX) 京都府京都市左京区 Ⅱ 1997 SRC 3  1 4,146 d -

近畿地方整備局 福井地方気象台 庁舎 福井県福井市 Ⅱ 1977 RC 3  0 1,092 b 0.79 官庁基準

近畿地方整備局 海上保安学校 本館 京都府舞鶴市 Ⅱ 1940 RC 3  0 2,011 b 0.82 官庁基準

近畿地方整備局 第五管区海上保安本部大阪湾海上交通ｾﾝﾀｰ 庁舎 兵庫県淡路市 Ⅱ 1991 RC 4 0 1,434 d -

近畿地方整備局 福井春山合同庁舎 庁舎 福井県福井市 Ⅱ 1995 S 14  2 18,387 d -

近畿地方整備局 敦賀地方合同庁舎 庁舎 福井県敦賀市 Ⅱ 1988 RC 3  1 2,808 d -

近畿地方整備局 京都第２地方合同庁舎 庁舎 京都府京都市左京区 Ⅱ 1994 RC 5  2 4,625 d -

近畿地方整備局 大阪第１地方合同庁舎 本館 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1958 SRC 8  1 24,226 a 0.38 官庁基準 改修中

近畿地方整備局 大阪第１地方合同庁舎 第１別館 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1958 RC 3  0 2,318 b 0.67 官庁基準

近畿地方整備局 大阪第１地方合同庁舎 第２別館 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1965 RC 4  2 3,983 a 0.43 官庁基準

近畿地方整備局 大阪第２地方合同庁舎 庁舎 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1968 SRC 8  3 17,578 a 0.29 官庁基準 H18改修予定

近畿地方整備局 大阪第２地方合同庁舎 別館 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1969 RC 7  0 7,783 a 0.26 官庁基準

近畿地方整備局 大阪第３地方合同庁舎 庁舎 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1974 SRC 15 3 40,673 d -

近畿地方整備局 大阪第４地方合同庁舎 庁舎 大阪府大阪市中央区 Ⅰ 1993 SRC 17  3 41,479 d -

近畿地方整備局 神戸地方合同庁舎 本館 兵庫県神戸市中央区 Ⅰ 1972 SRC 9  1 15,978 b 0.94 官庁基準

近畿地方整備局 神戸第２地方合同庁舎 本館 兵庫県神戸市中央区 Ⅰ 1985 SRC 11  2 23,693 c 1.01 官庁基準

近畿地方整備局 神戸第２地方合同庁舎 別館 兵庫県神戸市中央区 Ⅱ 1959 RC 7  0 4,561 a 0.23 官庁基準

近畿地方整備局 神戸防災合同庁舎 庁舎 兵庫県神戸市中央区 Ⅰ 1999 RC 8  0 5,762 d -

近畿地方整備局 西宮地方合同庁舎 庁舎 兵庫県西宮市 Ⅱ 1988 RC 3  1 3,590 d -
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近畿地方整備局 奈良第３地方合同庁舎 庁舎 奈良県奈良市 Ⅱ 1989 RC 3  1 4,780 d -

近畿地方整備局 田辺港湾合同庁舎 庁舎 和歌山県田辺市 Ⅱ 1984 RC 5  0 2,691 c 1.13 官庁基準

近畿地方整備局 和歌山港湾合同庁舎 庁舎 和歌山県和歌山市 Ⅱ 1970 RC 3  0 1,568 b 0.51 官庁基準 H18改修予定

近畿地方整備局 姫路港湾合同庁舎 庁舎 兵庫県姫路市 Ⅱ 1966 RC 4  0 2,093 b 0.61 官庁基準

近畿地方整備局 堺港湾合同庁舎 庁舎 大阪府堺市 Ⅱ 1970 RC 3  0 1,296 d - 改修済

近畿地方整備局 大阪港湾合同庁舎 庁舎 大阪府大阪市港区 Ⅱ 1969 SRC 8  1 17,303 b 0.61 官庁基準

近畿地方整備局 舞鶴港湾合同庁舎 庁舎 京都府舞鶴市 Ⅰ 1974 RC 6  0 7,214 c 1.26 官庁基準

近畿地方整備局 敦賀港湾合同庁舎 庁舎 福井県敦賀市 Ⅱ 1966 RC 3  0 1,822 b 0.77 官庁基準

近畿地方整備局 京都農林総合庁舎 庁舎（本館） 京都府京都市上京区 Ⅰ 1959 RC 4  1 8,547 b 0.61 官庁基準

近畿地方整備局 京都農林総合庁舎 庁舎（別館） 京都府京都市上京区 Ⅰ 1987 RC 4 0 2,935 d -

中国地方整備局 中国管区警察学校 本館 広島県広島市南区 Ⅱ 1958 RC 3 0 2,712 b 0.56 官庁基準

中国地方整備局 岡山県警察学校 本館 岡山県岡山市 Ⅱ 1974 RC 3 0 1,986 b 0.96 官庁基準

中国地方整備局 岡山県警察学校 第二本館 岡山県岡山市 Ⅱ 1980 RC 3 0 1,609 b 0.93 官庁基準 H18改修予定

中国地方整備局 広島県警察学校 本館 広島県広島市南区 Ⅱ 1966 RC 3 0 2,324 b 0.76 官庁基準 建替中

中国地方整備局 山口県警察学校 本館 山口県山口市 Ⅱ 1981 RC 4 0 3,172 b 0.60 官庁基準 H18改修予定

中国地方整備局 広島県警察機動隊 庁舎 広島県広島市南区 Ⅱ 1970 RC 3 0 1,973 a 0.45 官庁基準 建替中

中国地方整備局 松江地方気象台 庁舎 島根県松江市 Ⅱ 1980 RC 4 0 1,192 d - 改修済

中国地方整備局 海上保安大学校 本館 広島県呉市 Ⅱ 1977 RC 4 0 7,755 d - 改修済

中国地方整備局 徳山海上保安部 庁舎 山口県周南市 Ⅱ 2003 RC 3 0 2,617 d -

中国地方整備局 鳥取第３地方合同庁舎 庁舎 鳥取県鳥取市 Ⅱ 1977 RC 3 0 3,017 d - 改修済

中国地方整備局 松江地方合同庁舎 庁舎 島根県松江市 Ⅱ 2004 SRC 7 0 14,177 d -

中国地方整備局 岡山地方合同庁舎 庁舎 岡山県岡山市 Ⅱ 1982 RC 6 1 5,021 d -

中国地方整備局 岡山第２地方合同庁舎 庁舎 岡山県岡山市 Ⅰ 1995 SRC 11 2 16,511 d -

中国地方整備局 広島地方合同庁舎 1号館 広島県広島市中区 Ⅰ 1960 RC 6 1 15,454 a 0.47 官庁基準

中国地方整備局 広島地方合同庁舎 2号館 広島県広島市中区 Ⅰ 1972 SRC 11 1 19,843 c 1.05 官庁基準

中国地方整備局 広島地方合同庁舎 4号館 広島県広島市中区 Ⅰ 1987 S 15 2 33,965 d -

中国地方整備局 尾道地方合同庁舎 庁舎 広島県尾道市 Ⅱ 1973 RC 4 0 3,196 d - 改修済

中国地方整備局 下関地方合同庁舎 庁舎 山口県下関市 Ⅰ 1978 RC 6 1 7,769 c 1.00 官庁基準

中国地方整備局 宇部地方合同庁舎 庁舎 山口県宇部市 Ⅱ 1996 RC 5 1 4,460 d -

中国地方整備局 山口地方合同庁舎 １号館 山口県山口市 Ⅱ 1973 RC 3 0 2,826 c 1.01 官庁基準

中国地方整備局 山口地方合同庁舎 ２号館 山口県山口市 Ⅱ 1987 SRC 7 1 7,358 d -

中国地方整備局 境港港湾合同庁舎 庁舎 鳥取県境港市 Ⅱ 1970 RC 4 0 2,122 d - 改修済

中国地方整備局 浜田港湾合同庁舎 庁舎 島根県浜田市 Ⅱ 1971 RC 3 0 1,379 d - 改修済

中国地方整備局 水島港湾合同庁舎(２号館) 庁舎 岡山県倉敷市 Ⅱ 1978 RC 6 1 2,889 c 1.02 官庁基準

中国地方整備局 玉野港湾合同庁舎 庁舎 岡山県玉野市 Ⅱ 1971 RC 3 0 1,503 b 0.90 官庁基準

中国地方整備局 広島港湾合同庁舎 庁舎 広島県広島市南区 Ⅰ 1970 SRC 7 1 9,868 c 1.30 官庁基準
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中国地方整備局 呉港湾合同庁舎 庁舎 広島県呉市 Ⅱ 1967 RC 3 0 3,262 d - 改修済

中国地方整備局 福山港湾合同庁舎 庁舎 広島県福山市 Ⅱ 1971 RC 3 0 1,049 c 1.04 官庁基準

中国地方整備局 下関港湾合同庁舎 既存棟　庁舎 山口県下関市 Ⅱ 1968 RC 5 0 2,750 a 0.45 官庁基準

中国地方整備局 下関港湾合同庁舎 増築棟　庁舎 山口県下関市 Ⅱ 1988 RC 5 0 2,438 d -

中国地方整備局 岩国港湾合同庁舎 庁舎 山口県岩国市 Ⅱ 1970 RC 3 0 1,361 d - 改修済

四国地方整備局 四国管区警察局 局庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1965 RC 4 1 4,766 c 1.25 官庁基準

四国地方整備局 四国管区警察学校 本館 香川県善通寺市 Ⅱ 1971 RC 4 0 3,294 d - 改修済

四国地方整備局 徳島県警察学校 本館 徳島県徳島市 Ⅱ 2000 RC 3 0 2,090 d -

四国地方整備局 香川県警察学校 本館 香川県高松市 Ⅱ 1965 RC 4 0 1,501 d - 改修済

四国地方整備局 愛媛県警察学校 本館 愛媛県伊予郡松前町 Ⅱ 1962 RC 3 0 1,054 d -

四国地方整備局 高知県警察学校 本館 高知県南国市 Ⅱ 1971 RC 3 0 1,194 d - 改修済

四国地方整備局 香川県警察機動隊 庁舎 香川県高松市 Ⅱ 1999 RC 3 0 2,427 d -

四国地方整備局 愛媛県警察機動隊 庁舎 愛媛県松山市 Ⅱ 1969 RC 4 0 1,111 d - 改修済

四国地方整備局 四国財務局 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1967 RC 5 1 2,548 b 0.79 官庁基準

四国地方整備局 四国財務局 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1984 RC 3 1 1,881 d -

四国地方整備局 四国地方整備局 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1965 RC 4 0 3,817 a 0.19 官庁基準 建替中

四国地方整備局 四国地方整備局 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1985 RC 4 0 2,087 c 1.10 官庁基準

四国地方整備局 徳島第１地方合同庁舎 庁舎 徳島県徳島市 Ⅱ 1975 RC 7 1 6,779 d - 改修済

四国地方整備局 日和佐地方合同庁舎 庁舎 徳島県海部郡美波町 Ⅱ 1986 RC 3 0 1,035 d -

四国地方整備局 高松第１地方合同庁舎 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1967 RC 5 0 4,528 b 0.81 官庁基準 建替中

四国地方整備局 高松第２地方合同庁舎 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1972 RC 6 1 6,541 c 1.28 官庁基準

四国地方整備局 松山第２地方合同庁舎 庁舎 愛媛県松山市 Ⅱ 1995 SRC 7 1 8,831 d -

四国地方整備局 高知地方合同庁舎 庁舎 高知県高知市 Ⅱ 1976 RC 6 1 4,142 d -

四国地方整備局 小松島みなと合同庁舎 庁舎 徳島県小松島市 Ⅱ 1994 RC 4 0 3,624 d -

四国地方整備局 松山港湾合同庁舎 庁舎 愛媛県松山市 Ⅱ 1966 RC 3 0 2,204 d -

四国地方整備局 高松港湾合同庁舎 庁舎 香川県高松市 Ⅰ 1979 RC 6 1 4,928 d - 改修済

四国地方整備局 坂出港湾合同庁舎 庁舎 香川県坂出市 Ⅱ 1970 RC 4 0 1,718 d - 改修済

四国地方整備局 宇和島港湾合同庁舎 庁舎 愛媛県宇和島市 Ⅱ 1992 RC 4 0 2,326 d -

四国地方整備局 新居浜港湾合同庁舎 庁舎 愛媛県新居浜市 Ⅱ 1975 RC 3 0 1,383 d -

四国地方整備局 高知港湾合同庁舎 庁舎 高知県高知市 Ⅱ 1972 RC 3 0 2,418 c 1.05 官庁基準

四国地方整備局 宿毛運輸総合庁舎 庁舎 高知県宿毛市 Ⅱ 1981 RC 3 0 1,217 d -

九州地方整備局 九州管区警察学校 本館 福岡県福岡市博多区 Ⅱ 1962 RC 3 0 4,382 d - 改修済

九州地方整備局 福岡県警察学校 本館 福岡県福岡市中央区 Ⅱ 1965 RC 4 0 4,272 b 0.88 官庁基準

九州地方整備局 佐賀県警察学校 本館 佐賀県佐賀市 Ⅱ 1972 RC 3 0 1,209 d - 改修済

九州地方整備局 長崎県警察学校 本館 長崎県長崎市 Ⅱ 1966 RC 4 1 5,078 d - 改修済

九州地方整備局 熊本県警察学校 本館 熊本県熊本市 Ⅱ 1969 RC 3 0 1,669 d - 改修済
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九州地方整備局 宮崎県警察学校 本館 宮崎県宮崎市 Ⅱ 2001 RC 4 0 3,040 d -

九州地方整備局 福岡県警察第一機動隊 庁舎 福岡県福岡市東区 Ⅱ 1967 RC 3 0 1,908 d - 改修済

九州地方整備局 福岡県警察第一機動隊 車庫・武道場・待機所 福岡県福岡市東区 Ⅱ 2004 RC 6 0 3,626 d -

九州地方整備局 福岡県警察第二機動隊 庁舎 福岡県北九州市小倉北区 Ⅱ 1970 RC 3 0 2,904 d - 改修済

九州地方整備局 福岡県警察第二機動隊 待機所 福岡県北九州市小倉北区 Ⅱ 2000 S 3 0 1,411 d -

九州地方整備局 佐賀県警察機動隊 庁舎 佐賀県佐賀市 Ⅱ 1970 RC 3 0 1,158 d - 改修済

九州地方整備局 税務大学校熊本研修所 庁舎校舎 熊本県熊本市 Ⅱ 1969 RC 3 0 2,186 a 0.41 官庁基準

九州地方整備局 福岡管区気象台 第一庁舎 福岡県福岡市中央区 Ⅰ 1967 RC 4 0 5,356 b 0.90 官庁基準

九州地方整備局 長崎海洋気象台 庁舎 長崎県長崎市 Ⅱ 1971 RC 3 1 2,245 c 1.00 官庁基準

九州地方整備局 海上保安学校門司分校 本館及び教室 福岡県北九州市門司区 Ⅱ 1970 RC 3 0 2,794 b 0.60 官庁基準

九州地方整備局 関門海峡海上交通センター 庁舎 福岡県北九州市門司区 Ⅱ 1988 RC 4 0 1,488 d -

九州地方整備局 国立水俣病総合研究センター 研究所 熊本県水俣市 Ⅱ 1978 RC 4 1 3,497 a 0.31 官庁基準 改修検討中

九州地方整備局 厳原地方合同庁舎 庁舎 長崎県対馬市 Ⅱ 1991 RC 6 0 4,069 d -

九州地方整備局 福江地方合同庁舎 庁舎 長崎県五島市 Ⅱ 1966 RC 4 0 1,262 b 0.59 官庁基準 H18改修予定

九州地方整備局 種子島合同庁舎 庁舎 鹿児島県西之表市 Ⅱ 2004 RC 4 0 4,300 d -

九州地方整備局 福岡第１地方合同庁舎 庁舎 福岡県福岡市博多区 Ⅰ 1968 SRC 8 1 25,151 a 0.39 官庁基準 H18改修予定

九州地方整備局 福岡第１地方合同庁舎 附属棟 福岡県福岡市博多区 Ⅰ 1968 SRC 3 1 5,180 a 0.45 官庁基準 取り壊し予定

九州地方整備局 福岡第２地方合同庁舎 庁舎 福岡県福岡市博多区 Ⅰ 1975 SRC 10 1 18,548 b 0.95 官庁基準 H18改修予定

九州地方整備局 福岡第２地方合同庁舎 庁舎 福岡県福岡市博多区 Ⅰ 1975 RC 4 0 2,377 b 0.71 官庁基準

九州地方整備局 佐賀第２地方合同庁舎 庁舎 佐賀県佐賀市 Ⅱ 1995 SRC 8 1 9,999 d -

九州地方整備局 長崎地方合同庁舎 庁舎 長崎県長崎市 Ⅱ 1972 RC 6 1 4,861 a 0.27 官庁基準

九州地方整備局 熊本第１地方合同庁舎 庁舎（１号館） 熊本県熊本市 Ⅰ 1959 RC 5 1 9,109 a 0.34 官庁基準 建替検討中

九州地方整備局 熊本第１地方合同庁舎 庁舎（２号館） 熊本県熊本市 Ⅰ 1967 RC 5 0 6,666 b 0.60 官庁基準 建替検討中

九州地方整備局 熊本第２地方合同庁舎 庁舎 熊本県熊本市 Ⅱ 1983 SRC 6 1 7,533 d -

九州地方整備局 宮崎地方合同庁舎 庁舎 宮崎県宮崎市 Ⅱ 1968 RC 5 0 3,935 b 0.71 官庁基準

九州地方整備局 鹿児島地方合同庁舎 庁舎 鹿児島県鹿児島市 Ⅱ 1967 RC 4 1 5,448 b 0.80 官庁基準

九州地方整備局 鹿児島第２地方合同庁舎 庁舎 鹿児島県鹿児島市 Ⅰ 1994 SRC 8 1 11,973 d -

九州地方整備局 門司港湾合同庁舎 庁舎 福岡県北九州市門司区 Ⅰ 1980 SRC 10 1 22,854 d - 改修済

九州地方整備局 若松港湾合同庁舎 庁舎 福岡県北九州市若松区 Ⅱ 1996 RC 7 1 4,694 d -

九州地方整備局 福岡港湾合同庁舎 庁舎 福岡県福岡市博多区 Ⅱ 2004 SRC 7 0 9,255 d -

九州地方整備局 三池港湾合同庁舎 庁舎 福岡県大牟田市 Ⅱ 1965 RC 3 0 1,167 b 0.96 官庁基準

九州地方整備局 唐津港湾合同庁舎 庁舎 佐賀県唐津市 Ⅱ 1972 RC 3 0 1,360 c 1.02 官庁基準

九州地方整備局 長崎港湾合同庁舎 庁舎 長崎県長崎市 Ⅱ 1962 RC 5 0 3,753 b 0.54 官庁基準

九州地方整備局 佐世保港湾合同庁舎 庁舎 長崎県佐世保市 Ⅱ 1971 RC 5 0 4,732 b 0.53 官庁基準

九州地方整備局 三角港湾合同庁舎 庁舎 熊本県宇城市 Ⅱ 1968 RC 4 0 1,625 d -

九州地方整備局 大分港湾合同庁舎 庁舎 大分県大分市 Ⅱ 1975 RC 3 0 2,583 c 1.02 官庁基準
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九州地方整備局 油津港湾合同庁舎 庁舎 宮崎県日南市 Ⅱ 1971 RC 5 0 1,755 c 1.01 官庁基準

九州地方整備局 鹿児島港湾合同庁舎 庁舎 鹿児島県鹿児島市 Ⅱ 1962 RC 5 1 5,001 b 0.65 官庁基準

九州地方整備局 名瀬港湾合同庁舎 庁舎 鹿児島県奄美市 Ⅱ 1956 RC 3 0 1,101 b 0.72 官庁基準

九州地方整備局 志布志港湾合同庁舎 庁舎 鹿児島県志布志市 Ⅱ 1991 RC 3 0 1,573 d -

沖縄総合事務局 沖縄県警察機動隊 待機所 沖縄県うるま市 Ⅱ 1974 RC 4 0 2,740 d - 改修済

沖縄総合事務局 南大東島地方気象台 庁舎 沖縄県島尻郡南大東村 Ⅱ 1995 RC 3 0 1,991 d -

沖縄総合事務局 中城海上保安署 庁舎 沖縄県沖縄市 Ⅱ 2002 RC 3 0 1,171 d -

沖縄総合事務局 那覇第１地方合同庁舎 庁舎 沖縄県那覇市 Ⅱ 1986 SRC 8 1 20,609 c 1.11 官庁基準

沖縄総合事務局 那覇第２地方合同庁舎 庁舎（１号館） 沖縄県那覇市 Ⅱ 2003 RC 4 1 10,547 d -

沖縄総合事務局 名護地方合同庁舎 庁舎 沖縄県名護市 Ⅱ 1987 RC 4 0 2,806 c 1.09 官庁基準

沖縄総合事務局 那覇港湾合同庁舎 庁舎 沖縄県那覇市 Ⅰ 1979 SRC 8 1 11,556 d - 改修済

沖縄総合事務局 石垣港湾合同庁舎 庁舎 沖縄県石垣市 Ⅱ 1985 RC 3 0 2,902 c 1.10 官庁基準 改修中
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耐震性の評価方法

１． 耐震性の評価方法

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

２． 凡例

問合せ窓口 問合せ窓口

施設名 施設名

棟名 棟名

所在地 当該建築物の所在する市区町村名

分類 「官庁施設の総合耐震計画基準」における構造体の耐震安全性の分類

建築年次 建築物が建築された年次

構造 構造種別
※

地上 地上階数

地下 地下階数

延べ面積 延べ面積

評価 構造体の耐震安全性の評価 （「３．構造体の耐震安全性の評価」を参照）

評価基準 構造体の耐震安全性の評価に適用した基準

備考 備考

※　「RC」：鉄筋コンクリート造、「SRC」：鉄骨鉄筋コンクリート造、「S」：鉄骨造、「その他」：その他の構造種別

評価基準「建防協」は、（財）日本建築防災協会による「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コンクリート造建築
物の耐震診断基準」及び「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」により、評価しました。

昭和62年4月１日以降、平成8年10月23日以前に行なった耐震診断は「官庁施設の耐震点検・改修要領」により、構造体の耐
震安全性の分類に応じて評価しました。（評価基準「S62標準」とする）

平成8年10月24日以降に行なった耐震診断は「官庁施設の総合耐震診断・改修基準」により、構造体の耐震安全性の分類
に応じて評価しました。（評価基準「H8基準」とする）

昭和62年4月１日以降に着工した建築物は、「官庁施設の総合耐震計画標準」により、構造体の耐震安全性の分類に応じた
耐震安全性を有しています。

平成8年10月24日以降に着工した建築物は、「官庁施設の総合耐震計画基準」により、構造体の耐震安全性の分類に応じた
耐震安全性を有しています。

３． 構造体の耐震安全性の評価

(1) 評価基準「官庁基準」
※1

の場合

Ⅲ類 評価

a

b

- c

d

※1　：　「官庁基準」は、「S62標準」又は「H8基準」を示しています。

※2　：　Ｉ　は、下表の重要度係数を示しています。

耐震安全性の目標

分類 重要度係数　I

Ⅰ類 1.5

Ⅱ類 1.25

Ⅲ類 1.0

※重要度係数とは、建築基準法により必要とされる耐震性を１．０とした場合、これに重要度を考慮して乗じる係数をいいます

※「S62標準」の1.0を超える評価値は、「H8基準｣と比較できるよう重要度係数の違いを考慮して、評価値を補完しています。

(2) 評価基準「建防協」の場合

a

b

c

※2次、3次診断の場合を示しています。

※診断結果は、「官庁基準」と比較しやすい様に分類しています。

0.3　≦　評価値　＜　0.6

0.6　≦　評価値

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、人命
の安全確保に加えて機能確保が図られている。

大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下は著しくない
ことを目標とし、人命の安全確保が図られている。

評価

評価値　＜　0.3

Ｉ
※2

　≦　評価値
地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性は低く、
Ⅰ類及びⅡ類の施設では要求される機能が確保できる。

耐震安全性の目標

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、人命の安全
確保に加えて十分な機能確保が図られている。

0.5　≦　評価値　＜　1.0 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある。

1.0　≦　評価値　＜　Ｉ
※2 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性は低い

が、要求される機能が確保できないおそれがある。

Ⅰ類及びⅡ類 診断結果

評価値　＜　0.5 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い。
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